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情報通信審議会 有線放送部会（第１６回）議事録 

 

第１ 開催日時及び場所 

   平成 19 年 5 月 24 日(木) 13 時 00 分～13 時 57 分 

 於、第３特別会議室 

第２ 出席した委員（敬称略） 

根元 義章（部会長）、大谷 和子、長村 泰彦、根岸 哲 

                          （以上４名） 

第３ 出席した関係職員 

(1) 情報通信政策局  

鈴木 康雄（情報通信政策局長）、安藤 英作（地上放送課長）、 

藤島 昇（地域放送課長） 

(2) 事務局 

山根 悟（情報通信政策局総務課長） 

第４ 議題（非公開にて審議） 

諮問事項 

ア．大分ケーブルテレコム株式会社から申請された再送信同意に係る裁定に 

ついて【諮問第１１７２号】 

イ．シーティービーメディア株式会社から申請された再送信同意に係る裁定 

について【諮問第１１７３号】 

ウ．株式会社ケーブルテレビ佐伯からの申請された再送信同意に係る裁定に 

ついて【諮問第１１７４号】 

エ．大分ケーブルネットワーク株式会社から申請された再送信同意に係る裁 

定について【諮問第１１７５号】 
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開  会 

 

○根元部会長  ただいまから情報通信審議会 有線放送部会、第１６回の会議を開催い

たします。 

  本日は、委員５名中４名が出席されておりますので、定足数を満たしております。 

  また、本日の会議は、情報通信審議会議事規則第９条第１項第２号（有線テレビジョ

ン放送法第２６条の２第１号、第３号及び第４号に掲げる事項に関する審議）の規定に

よりまして、非公開にて行います。 

 

議  題 

 

ア．大分ケーブルテレコム株式会社から申請された再送信同意に係る裁定に 

ついて【諮問第１１７２号】 

イ．シーティービーメディア株式会社から申請された再送信同意に係る裁定 

について【諮問第１１７３号】 

ウ．株式会社ケーブルテレビ佐伯からの申請された再送信同意に係る裁定に 

ついて【諮問第１１７４号】 

エ．大分ケーブルネットワーク株式会社から申請された再送信同意に係る裁 

定について【諮問第１１７５号】 

 

○根元部会長  それでは、お手元の議事次第に従いまして、議事を進めてまいりたいと

思います。本日の議題は諮問事項が４件ございます。 

  はじめに、各諮問事項につきまして総務省からご説明をお願いしたいと思います。 

○藤島地域放送課長  それでは、諮問案件につきまして、まず資料１６－１に沿ってご

説明を申し上げます。 
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諮 問 第 １ １ ７ ２ 号 

平成１９年５月２４日 

  情報通信審議会 

   会長 庄山 悦彦 殿 

                            総務大臣 

                              菅   義偉 

諮 問 書 

  平成１９年３月２３日付けで、大分ケーブルテレコム株式会社から、アール・ケー・

ビー毎日放送株式会社、九州朝日放送株式会社、株式会社テレビ西日本及び株式会社福

岡放送のデジタルテレビジョン放送の再送信を求めて、有線テレビジョン放送法（昭和

４７年法律第１１４号）第１３条第３項に基づき、総務大臣の裁定の申請があった。 

  よって、同法第２６条の２第３号及び有線テレビジョン放送法施行令（昭和４７年政

令第４４１号）第１条に基づき、当該裁定について諮問する。 

  以上のとおり、諮問させていただきます。 

  その内容でございます。１枚おめくりいただきまして、大分ケーブルテレコム株式会

社からの裁定申請の概要についてご説明させていただきます。 

  裁定申請日が本年３月２３日でございます。 

  裁定申請者である大分ケーブルテレコム株式会社でございますが、大分県大分市に本

社を置き、大分市、由布市、国東市において業務を行っておる有線テレビジョン放送事

業者でございまして、加入者は約１２万人となっております。 

  裁定の対象事業者でございますが、アール・ケー・ビー毎日放送、九州朝日放送、テ

レビ西日本、福岡放送の福岡県の放送事業者４社でございます。 

  裁定申請の理由といたしましては、再送信同意に係る協議が不調のためとされており、

各放送事業者の北九州テレビジョン中継局の地上デジタル放送の再送信を希望しており

ます。 

  ページをおめくりいただきまして、３ページでございます。再送信を行おうとする区

域でございますが、業務エリアと同じく大分県大分市、由布市、国東市の一部でござい

まして、最後のページには、別紙として具体的な再送信希望エリアを記載しております。 

  また、再送信の希望開始日は裁定があり次第速やかにということになっております。 

  協議の経過でございますが、平成１６年１月から平成１９年３月まで、再送信同意に
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係る協議を福岡県の放送事業者及び大分県の放送事業者と継続してきたところですが、

協議が調わなかったため、裁定申請に至ったものであります。 

  最後に、意見の対立点でございます。福岡県民放発局との協議では、地元民放局の承

諾がなければ同意できないとの主張を繰り返される現状となっているということでござ

います。 

  また、地元民放局も、デジタル放送の区域外再送信に係る同意については承諾できな

いという姿勢を堅持されており、承諾できない理由としては、（１）放送事業は県域免

許である。（２）デジタル放送はアナログ放送からの移行ではなく、新しい免許である。

（３）著作権の問題がある。（４）経営に悪影響を与えるというようなことを挙げられ

ておりまして、とりわけ経営に対する影響が強いということを主張されているというよ

うなことでございます。 

  これに対しまして、申請者としては、まず（１）県域免許の問題については区域内外

を問わず、再送信による情報伝達は、地域市民、視聴者の方々の要望にこたえるもので

あり、アナログ放送においては平成４年４月から福岡民放発局様より同意をいただき、

１５年の長きにわたって再送信を行ってまいりました実績があり、区域外再送信の視聴

実態も定着しています。 

  また、有線テレビジョン放送法に基づいて再送信同意をいただいており、区域内外の

再送信について適法に処置されています。 

  アナログ放送での区域外再送信の同意をいただいていたものが、国策によるデジタル

放送への移行時にデジタル放送は新しい免許であることを理由に区域外再送信の同意を

いただけないことに納得性や説得性はないということ。 

  （２）新しい免許であるという理由については、アナログ放送からデジタル放送へと

技術が変化するものであって同意がいただけなくなるような事情変更ではないこと。 

  （３）著作権の問題については再送信の同意と著作権法上の許諾については全く別の

制度であり、同意について著作権法上の許諾は必要ではありませんし、また、同意があ

れば、著作権法上の許諾があるとも言えないこと。 

  （４）経営に悪影響を与えるということにつきましては、同意をしないことの正当理

由（第１０４国会・衆議院・逓信委員会における５つの基準）の基準に合致していない

ことや自社都合的な理由による区域外再送信の同意をいただけないことについて、権利

の乱用ではないかというような主張をしているところでございます。 
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  以上が大分ケーブルテレコム株式会社からの裁定申請の概要であります。 

  続きまして、資料１６－２がシーティービーメディア株式会社についての諮問、１６

－３が株式会社ケーブルテレビ佐伯についての諮問、資料１６－４が大分ケーブルネッ

トワーク株式会社についての諮問でございます。 

  諮問文につきましては、それぞれ事業者名が異なるほか、全く同一の文でございます

ので、読み上げのほうは割愛させていただきます。 

  それぞれの事業者の概要のみ、ごく簡潔にご説明申し上げます。 

  まず資料１６－２のシーティービーメディア株式会社でございますが──失礼しまし

た。２枚目でございます。大分県別府市に本社を置き、別府市と速見郡日出町において

業務を行っている有線テレビジョン放送事業者でございまして、加入者数は約４万２,

０００人となっております。 

  次に、資料１６－３の株式会社ケーブルテレビ佐伯でございますが、これは２枚目の

ほうです。大分県佐伯市に本社を置き、佐伯市全域において業務を行っている有線テレ

ビジョン放送事業者でございまして、加入者は約１万６,０００となっております。 

  資料１６－４の大分ケーブルネットワーク株式会社でございますが、大分県大分市に

本社を置き、大分市の一部において業務を行っている有線テレビジョン放送事業者でご

ざいまして、加入者は約８,０００人となっております。 

  いずれの申請者もアール・ケー・ビー毎日放送株式会社、九州朝日放送株式会社、株

式会社テレビ西日本、株式会社福岡放送の地上デジタル放送の再送信を希望しており、

平成１６年６月から平成１９年３月まで、再送信同意に係る協議を福岡県の放送事業者

及び大分県の放送事業者と継続してきたところですが、協議が調わなかったため、裁定

申請に至ったものであります。 

  以上４件について諮問をさせていただきますので、よろしくお願い申し上げます。 

○根元部会長  ありがとうございました。 

  続きまして、福岡県の放送事業者４社から提出された意見書につきまして、総務省か

らご説明をお願いしたいと思います。 

○藤島地域放送課長  続きまして、福岡県の放送事業者から提出された意見書の概要に

つきまして、まず、資料１６－５に沿って説明をさせていただきます。 

  これはそれぞれの４社から来た資料を事務局のほうで取りまとめさせていただいたも

のでございます。 
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  総務省では、大分県の有線テレビジョン放送事業者４社からの裁定申請を受けまして、

有線テレビジョン放送法第１３条第４項に基づき、福岡県の放送事業者４社に対して意

見書の提出を求めました。それに対しまして、アール・ケー・ビー毎日放送株式会社及

び株式会社福岡放送からは４月２６日に、九州朝日放送株式会社、株式会社テレビ西日

本からは５月１日にそれぞれ意見書の提出がありました。それぞれの意見書の内容を精

査いたしましたところ、各社とも共通の論点について意見を述べている箇所も多くござ

いましたので、まず、この資料１６－５というものに基づきまして、各社から提出され

ました意見書の概要について説明させていただきました後、各社それぞれの特徴的な意

見については補足的にご説明をさせていただきたいと存じます。 

  それでは、資料１６－５の２、放送事業者の「同意できない」とする主な理由という

ところのご説明をさせていただきます。ここに各社からの意見を項目別に整理させてい

ただいておりますので、順にご説明を申し上げます。 

  まず、放送の意図の観点からの理由といたしまして、放送の意図には、編成意図に限

らず、放送される地域（地域性）も含まれており、地域性については免許上の放送対象

地域が含まれるとともに、放送事業者が判断すべき事項であるため。 

  地域限定ＣＭ等が意図せぬ地域で放送される場合には、広告主の意に反するため。 

  ワンセグ放送も編成の一部として放送の意図に含まれるものであり、ワンセグ放送が

受信できなければ意図が損なわれるためというような意見がございました。 

  次に、経営的・金銭的な観点からの理由といたしまして、同系列の放送事業者の視聴

率等が下がることは系列ネットワークの体制維持に悪影響を及ぼすため。 

  地元放送事業者に経営的な影響がある。または地元放送事業者が承知できないとして

いる。著作権処理が十分に行われるか不明であるというような意見がございました。 

  次に、制度的な観点からの理由といたしまして、区域外再送信そのものが県域免許制

度に矛盾する。裁定制度導入時に比べてケーブルテレビが成長していることや全国４波

化が進んでいることから、裁定制度そのもの及び５つの裁定の基準を見直すべきである。

著作権法と有線テレビジョン放送法の２つが不整合である。ケーブルテレビが主張する

チャンネルの格差是正についてはケーブルテレビ事業者が考えるものではなく、国が考

えるべきものであるというような意見がございました。 

  また、その他といたしまして、区域外再送信の視聴が常態化すれば、地域の災害情報

等を見る機会を失い、地域住民に不利益を及ぼす。①直接受信可能な場合、②生活圏・
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文化圏一体的な場合、③アナログ適法な同意の場合のすべての要件を満たすときには同

意を検討するが、裁定申請者はこれを満たしていない。福岡一極集中が進み、地域の活

性化がますます衰退する。デジタル放送とアナログ放送は別なものであり、デジタル放

送も同意しなければならないという理由はないというような意見もございました。 

  以上が福岡県の放送事業者から提出された意見書の概要でございます。 

  また、各放送事業者から提出されました意見書につきましては、アール・ケー・ビー

毎日放送につきまして資料１６－６、九州朝日放送につきまして資料１６－７、テレビ

西日本につきまして資料１６－８、福岡放送につきまして資料１６－９にそれぞれ意見

書の写しを資料として添付しております。非常に大部ではございますが、今後の審議の

ご参考としていただければと存じます。 

  なお、各放送事業者からのご意見につきましては、ただいまご説明申し上げました資

料１６－５にほぼ網羅されておりますが、そこで触れられていなかった意見につきまし

てごく簡単に補足を申し上げたいと存じます。 

  まず、アール・ケー・ビー毎日放送からは、裁定の判断においては地元局の経営に深

刻な影響をもたらすことから、福岡民放４社の意見とあわせて、大分民放３社の意見も

十分に反映されるよう強く要望されております。 

  また、アール・ケー・ビー毎日放送及び福岡放送からは、申請者であるケーブルテレ

ビ事業者について過去に同意書の期限が切れた状態で再送信が行われていたことがあっ

たことについて十分留意されたいということがあわせて申し述べられておりました。 

  放送事業者からの意見書については以上のようなところでございます。 

○根元部会長  ありがとうございました。 

  もう一つご説明いただきますが、地上デジタル放送の区域外再送信に関する裁定に当

たっての論争点等についてご説明をお願いしたいと思います。 

○藤島地域放送課長  それでは、次に資料１６－１０に基づきまして、ご審議に先立ち

まして、裁定に当たって、ただいまご説明された論点等につきまして、事務局のほうで

論点ペーパーというものを仮にまとめてみましたので、これにつきまして概要をご説明

させていただきたいと存じます。 

  まず１ページでございます。再送信同意に関する規定についての一種ご確認でござい

ますが、これにつきましてご説明を申し上げます。ケーブルテレビ事業者が放送事業者

の再送信を行うためには、有線テレビジョン放送法第１３条第２項の規定に基づき、当
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該放送事業者と協議して、同意を得る必要があります。ただし、協議が調わず、または

その協議をすることができない場合には、同法第１３条第３項に基づき大臣裁定の申請

を行うことができることとなっております。裁定申請があった場合、総務大臣は、同意

をしないことにつき正当な理由がある場合を除き、同意すべき旨を裁定することとなっ

ております。これを規定しているのが同法第１３条第５項でございます。 

  次に、２ページでございます。それでは、正当な理由とは何かということでございま

すが、正当な理由とは、放送事業者の放送の意図がその意に反し、害され、または歪曲

されないことを担保するという再送信同意制度の趣旨にかなうものとして、下の囲みの

５点が判断基準の目安になるということで、国会答弁が行われております。 

  具体的には、①放送番組が放送事業者の意に反して一部カットして放送される場合。

②放送事業者の意に反して異時再送信される場合。③放送時間の開始前や終了後にその

チャンネルで別の番組の有線放送を行い、放送事業者の放送番組か他の番組か、混乱が

生じる場合。④ケーブルテレビの施設が確実に設置できるという見通しがない、施設設

置の資金的基礎が十分でない等、ケーブルテレビ事業者としての適格性に問題があると

される場合。⑤ケーブルテレビの受送信技術レベルが低く、良質な再送信が期待できな

い場合でございます。 

  次に３ページでございます。諮問事項の審議に先立ちまして、根元部会長と事務局の

ほうで先にご相談をさせていただきまして、全く何もない白紙の状態で審議を行うより、

事務局のほうで一応の論点のたたき台のようなものを作成して、議論を始めたほうがよ

り効率的な審議が行われるのではないかというご提案をいただきましたので、裁定対象

者である福岡県の放送事業者から提出された意見書の意見及び裁定申請者である大分県

の有線テレビジョン放送事業者からの意見を対比させ、さらに必ずしもぴたっと当ては

まる意見がない部分につきましては、従来からケーブルテレビ事業者あるいは民間放送

事業者が主張されているようなところを若干補足いたしまして、どのような論点が考え

られるかということについて事務局のほうで以下のように取りまとめさせていただきま

した。順に上から説明をさせていただきたいと存じます。 

  まず１段目でございますが、放送事業者からは、いわば総論として、総務省が昭和６

１年国会答弁で表明した正当な理由のいわゆる５基準は実態に合っておらず、見直しが

必要であるという意見が出されております。 

  一方、有線テレビジョン放送事業者側として今回の裁定申請者の申請書には特段の記
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述はございませんでしたが、一般的にはいわゆる５基準は現在でも有効であると考えて

いるということが言われております。 

  したがいまして、まず論点としては、少なくとも総務省が昭和６１年の国会答弁で表

明した正当な理由のいわゆる５基準について、現在でも妥当性があるかどうか。それか

ら、時代、環境の変化等も踏まえ、総務省が昭和６１年の国会答弁で表明した正当な理

由の５基準に新たにつけ加えるべき事項があるのかどうかということが考えられるので

はないかというふうに思います。 

  ２段目の放送の意図についてでございます。放送事業者からは、放送対象地域を超え

るものについては放送の意図を歪曲する。地域限定ＣＭ等が意図せぬ地域で放送される

場合は放送の意図を歪曲する。ワンセグが視聴できなければ放送の意図を歪曲するとい

う意見が出されております。 

  一方、有線テレビジョン放送事業者側といたしましては、今回の裁定申請者の申請書

には特段の記述はございませんでしたが、一般的にはそもそも法律上も区域内と区域外

を規定で分けていない以上、区域内外で区別すべきではないと主張されてきておりまし

たので、今でもそう考えているのではないかというふうに思われます。 

  したがいまして、論点といたしましては、有線テレビジョン放送法では、区域内再送

信と区域外再送信を区別していないが、放送の意図を考えるに当たって区域外であるこ

とを考慮すべきかどうか。それから、放送事業者が再送信される地域をあらかじめ了知

している場合、放送の意図の歪曲性についてどのように考えるべきかというものが考え

られます。 

  次に、３段目の経営的・金銭的問題についてでございますが、放送事業者から、地元

放送事業者にとって視聴率や営業収入など、経営的な影響を受ける、あるいは系列ネッ

トワークの維持が困難になるという意見が出されており、一方、有線テレビジョン放送

事業者側からは、経営に影響を与えるからという理由は、総務省が昭和６１年、国会答

弁で表明した正当な理由のいわゆる５基準には合致していない。自社都合的な理由によ

り区域外再送信の同意を出さないというのは権利の乱用ではないかというような意見が

出されているところでございます。 

  したがいまして、論点といたしましては、地元放送事業者の経営状況について勘案す

る必要があるか、系列ネットワークというビジネスモデルについて勘案する必要がある

かというものが考えられるのではないかというふうに思います。 
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  また、経営的・金銭的問題のうち、特に著作権処理に関しましては放送事業者側から

は著作権処理が不十分であるという意見が出されており、一方、有線テレビジョン放送

事業者側からは再送信の同意と著作権法上の許諾については別個の制度であるという意

見が出されております。 

  したがいまして、論点といたしまして、再送信に当たっては有線テレビジョン放送法

の同意と著作権法上の許諾の２つを得る必要があり、著作権処理については著作権法の

許諾で対応すべきではないか。あるいは、有テレ法の中で考えることが可能かどうかと

いうようなところも含めて考えられるというふうに思います。 

  次の４ページに移ります。引き続き両者の意見と論点の対照表を掲げさせていただい

ております。 

  １段目のアナログ視聴者の利益の保護についてでございます。放送事業者側からは、

アナログとデジタルは別であり、アナログで同意したからといって、デジタルで同意す

る必要はないという意見が出されております。一方、有線テレビジョン放送事業者側か

らは、放送のデジタル化は、アナログ放送からデジタル放送へと技術が変化するもので

あって、同意がいただけなくなるような事情変更ではないという意見が出されておりま

す。 

  したがいまして、論点といたしましては、アナログ放送とデジタル放送は別の放送で

はありますが、有線テレビジョン放送法の裁定の判断に当たって、アナログ放送の再送

信の事実を勘案する必要があるか、すなわち有線テレビジョン放送法の目的である受信

者の利益の保護について勘案する必要があるのかどうかというものが考えられるのでは

ないかと思います。 

  ２段目の地元経済、視聴者に与える影響についてでございますが、放送事業者の側か

らは、区域外再送信の視聴の常態化は地域住民の不利益や経済の停滞につながるという

意見が出されております。一方、有線テレビジョン放送事業者からは、再送信は視聴者

の要望にこたえるものであるという意見が出されております。 

  したがいまして、論点といたしまして、再送信同意制度は放送の意図を担保する趣旨

であるとこれまで解されてきたところですが、地元経済、視聴者への影響についても勘

案する必要があるかどうかというものが考えられるのではないかと思います。 

  なお、括弧書きで記述させていただいておりますが、現在、いわば県民代表として大

分県知事に対しまして、福岡からの区域外再送信を求めることにより何らかの県民の不
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利益が生じるかということについて、文書による意見照会を行っているところでござい

ます。その照会の締め切りを５月末とさせていただいておりますので、また次回の会合

でも、大分県からのご意見をご紹介させていただければというふうに思っております。 

  ３番目の、違法再送信についてでございますが、放送事業者側からは、過去に同意が

得られずに再送信されていた事実も勘案すべきであるという意見が出されております。

一方、有線テレビジョン放送事業者側からは、有線テレビジョン放送法に基づいて再送

信同意を得ており、適法に処理しているという意見が出されております。 

  論点といたしましては、当該放送事業者のアナログ放送とデジタル放送は別の放送で

はありますが、有線テレビジョン放送法の裁定の判断に当たって、アナログ放送の再送

信の事実を勘案する必要があるかどうか。また、仮にアナログ放送の再送信の事実を勘

案する必要があるとした場合にあっても、過去において期限切れで再送信を行ったこと

があるというような事実を今回のデジタルの再送信を認めるかどうかということに勘案

すべきかどうかというものが考えられるのではないかと思われます。 

  最後に４段目の裁定制度等についてでございますが、放送事業者側から、ケーブルテ

レビの発展にかんがみ、廃止または大幅な見直しが必要であるという意見が出されてお

ります。一方、有線テレビジョン放送事業者側といたしましては、今回の裁定申請者の

申請書には特段の記述はございませんでしたが、一般的には裁定制度の維持存続を望ん

でいるというふうに思われます。 

  したがいまして、ここでの論点といたしまして、放送事業者が主張する裁定制度の見

直しにつきましては、行政への要望事項であり、同意を与えない理由には当たらないの

ではないかというものが一応考えられます。 

  両者の意見の対比と考えられる論点につきまして以上でございますが、なお、参考と

いたしまして、５ページのほうに放送事業者と有線テレビジョン放送事業者がこの区域

外再送信の問題につきまして、全国レベルで見ると、どのような主張をしているのかと

いうことについてご紹介をさせていただいております。これを踏まえまして、先ほどの

括弧のところ等埋めさせていただいたところでございますが、時間の関係もございます

ので、本日はこれについては説明を省略させていただきます。 

  次に、資料１６－１１について若干のご説明をさせていただきたいと思います。 

  こちらのほうに過去の裁定と国会答弁について、資料として取りまとめさせていただ

きました。過去の裁定事例の概要について、今後の審議の参考のために本文をそのまま
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全文添付させていただいております。本日はこれもお時間の関係がありまして、ご説明

については省略させていただきますが、今後のご審議の参考としていただければという

ふうに考えております。 

  また、再送信同意制度と裁定制度に関する過去の国会審議の議事録につきましても、

これの１７ページから、非常に細かい字、縮小で、まことに恐縮ではございますが、必

要と考えられるものについて、全部添付をさせていただいております。こちらのほうも

時間の関係上、説明についてはまことに申しわけありませんが、省略させていただきた

いと存じますが、こちらについても今後のご審議の参考としていただければというふう

に存じ上げます。 

  事務局からの説明は以上でございます。よろしくお願い申し上げます。 

○根元部会長  ありがとうございました。 

  では、諮問いただいた事項につきましての背景をご説明いただきましたし、ある意味

での論点整理のことについても説明いただきました。 

  それでは、これから諮問事項の審議でございますが、ただいまのご説明に関して何か

ご意見、ご質問がございましたら、お願いしたいと思います。初めてですので、ご質問

がたくさんあろうかと思います。よろしくお願いします。 

○根岸委員  この有線テレビジョン放送法のこの制度は古いものではありますが、もと

もといわゆる立法趣旨というか、そういうものはどういうことであったのかと。そうい

うことから放送の意図というか、５基準が出てきたと思うのですけれども、簡単にご説

明いただけますでしょうか。 

○藤島地域放送課長  まず、昭和４７年に有線テレビジョン放送法というものが施行さ

れておりますが、そのときの答弁ぶりでは、放送事業者の放送の意図がその意に反し害

され、または歪曲されないことを担保するため再送信同意制度を導入した。放送の意図

が意に反して害され、あるいは歪曲されないことを担保するということが述べられてい

ると思われます。当初の提出法案ではこれだけだったんですが、ただ、協議が調わなか

ったときにどうするというような疑問がありまして、国会修正によって、この当時は大

臣によるあっせん制度というものが設けられておりました。ただ、あっせん制度という

のは制度として設けられておったんですが、主として地元放送局の了解が得られなかっ

たということがあって、区域外再送信について拒否する事例というのが多々発生いたし

まして、あっせん制度というのが十分機能していないのではないかというような事情が
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ございまして、昭和６１年になって有線テレビジョン放送法が改正され、あっせん制度

というものを廃止して、現在の裁定制度というものが導入されたということになってお

ります。 

  したがいまして、基本的に立法趣旨そのものは、同意がなぜ必要かということにつき

ましては放送の意図というのが歪曲されたり、害されたりしないこと。それから、裁定

制度というのは、その場合にあって、事業者の争いを最終的に解決する手段ということ

で設けられたものということが言えようかと思います。 

○根岸委員  普通に何も知らない人間が考えますと、いわば他人がつくった放送を自分

に放送させてくれといって同意を求めるというのは異例ですね。異例だけれども、これ

はむしろ同意を求めたら、原則として認めなければならないような規定になっている。

これは素人が一見して見ると不思議な制度なわけですね。ということは、この当時とい

うか、ケーブルテレビの状況というか、何か特別なそういう理由があった。多分当初は

難視聴とかいうのはよくわかりますが、必ずしも難視聴の目的ではないわけですね。難

視聴でないものについて、なおこういう原則として同意を求めて請求したら同意を与え

なければならないような、そういう制度になっているというのが、一見したところ不思

議な感じがするというので、その当時、どうしてそういうことになったのかというのが

わからないので、教えていただけるとありがたい。 

○藤島地域放送課長  第１３条の第２項というのが任意再送信には同意が必要だという

規定でございますが、第１項のほうでは義務再送信の規定になっておりまして、立法当

時で言えば郵政大臣が定めた区域においては有線テレビジョン放送事業者は再送信を行

わなければならないという、そういう規定になっております。それで、この再送信、郵

政大臣が定めた──現在では総務大臣でございますが、定めた区域において再送信する

場合においては、２項の同意は要らない、こういう法体系になっておりまして、第１項

が義務再送信となっておりますので、立法者の意図としてはケーブルテレビというのは

地上放送を再送信するという性格が強いものというのが根本にあったのかなというふう

に思います。 

  ただ、再送信するといっても、まさにおっしゃられたようなそもそも再送信すべき放

送の内容を再送信する過程でゆがめてしまうようなことがあっては、視聴者にとっても

不利益になるということで、そこについては担保しようと。ただ、ケーブルテレビは基

本的に地上波の放送を再送信するという性格が色濃いものなのだというのがまず大前提
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としてあって、今の第１３条というのができ上がっているのかなと。 

○根岸委員  そうしますと、次々で、素人の質問で申しわけありませんけど、再送信が

義務づけられていたのは１項ですね。それはなぜなのかというか、どうしてそういうこ

とになったのかというのはどうでしょうか。要するに、ケーブルテレビというのはそう

いうものだということでしょうが、なぜそうなのかというか、見えないというか、難視

聴だから視聴者のためにそういうことをするというのはわかるのですが、そうでない、

加えたものもあるわけですね。 

○藤島地域放送課長  基本的には電波で放送が受信できない場合は、視聴できるように

するという、自分の営業エリアというか、施設の許可エリアにつきましては、基本的に

届ける義務を有線テレビジョン放送事業者に負わせておるような体系でありまして、で

すから、まず全体に届けなさい。再送信というか、放送の電波を自分の有線テレビジョ

ンのカバーエリアにはきちんと届けなさいということが有線テレビジョン放送法の基本

精神としてありまして、ないところに届けなさいというのがもちろん中心ではあるので

しょうけれど、電波で放送が受信できないところに届ける以上あるところに届けてはい

けないというのが逆には出てこないということなのかなというふうには想像いたします。

おっしゃられるとおり、現在ではむしろあるところに届けているほうが多くなっている

じゃないかというところがご質問のご趣旨かと思いますけれども、そもそもの始まりが

ないところに届ける。ないところには届けるけれど、どうせ線は、全部エリアいっぱい

に引くわけなので、結果としてあるところにも届いてしまうというのがスタートだった

のかなというふうに想像いたします。 

○根岸委員  私ばかりでも困りますので、どうぞ。 

○根元部会長  ほかにございますか。今のなぜ義務化したか。再送信しなきゃいけない。

やっぱり目的はあったわけですね。ＣＡＴＶができて、テレビがあってＣＡＴＶをやら

ないとだめな難視地域とか、放送が見れない。そこはイーブンに見れるようにで、多分

義務化とか、社会的観点からそうしなきゃいけない事情があったんだと思うのです。そ

れがベースで、今度許可をとらなきゃいけないとか何とかと、発展していって、そこが

クリアじゃないと……。その条件が今と──何年前かわかりません。昭和何年とかいう

と大分違いますからね。そうすると、同じように議論していいかどうかという根幹なも

のですからね。なぜ義務化したか。多分こういうのは文化的にはアメリカあたりが先で、

それで何かいろいろな社会的問題点があって、立法としてそういうことをやっておかな
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いと、国民に不公平が生じるとか何かってそういう必然性があったような気がするんで

すね。そんなのを教えてもらうといいかなと聞いていたのですけどね。そうすると、ど

ういうところを議論すべきかという話もクリアになるかもしれないなと思ったのですけ

ど。 

○藤島地域放送課長  わかりました。申しわけありませんが、本日、第１３条の立法趣

旨ということにつきまして、詳しい資料を用意しておりませんので、次回までにそれに

ついてご用意させていただきたいというふうに存じます。 

○大谷委員  今の話の続きですけど、根岸先生が最初におっしゃっていた、自分がつく

ったものをほかの人が再送信させてくれといったときに、拒絶する権利が当然ありそう

なものなのに、義務化されているのは別な、難視聴地域への配慮といったことがあるか

らですねという言い出しをされたので、自分がつくったものを保護するという観点では、

今回も放送事業者側から出ている著作権処理の話が、直接それを保護する法制度だと思

います。 

  今回、著作権法制度と有線テレビジョン放送の制度の矛盾というか、意図的な違いの

ような気もしないわけでもないのですけれども、そういったものがあって、放送事業者

に認められている、例えば著作隣接権とか、その範囲の主張であれば許されるところが、

同意制度がもともと前提とされているというようなことをスタートにして、本来は受信

者の利益というのが有線テレビジョン放送の最初の目的だとすれば、多くの人が多くの

放送番組に接することができるというのがこの放送の目的だとすれば、再送信はどちら

かというと奨励すると。障害をできるだけ取り除いていくというのが法律の趣旨だとす

れば、つくった人を保護するとか、あるいは番組を編集して一定の制作意図のもとに視

聴者に届けるというような放送事業者の著作隣接権とかというものについては、著作権

法が持っている制度でおそらく十分なのではないかと。 

  ただ、著作権法で定めている権利の制限規定などと有線テレビジョンの規定とは若干

不整合な部分もあって、それは制度的に解決しなければいけないのだけれども、そこの

部分を放送事業者側からの口実的に使われていて、矛盾があるのは事実だけれども、矛

盾がほんとうに障害になるのかという点では、突き詰めて主張されていないような印象

を受けているんですね。 

  そういう意味でも、おっしゃるように有線テレビジョン放送制度の立法趣旨もさるこ

とながら、著作権法制度との関係についても、せっかくの機会ですので議論したほうが
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いいような気がしております。 

○藤島地域放送課長  本日ご用意しておりませんが、事務局のほうでまたそちらのほう

をまとめさせていただいて、ご提出させていただきたいというふうに思います。 

○根岸委員  事実として確かに古いのですけれども、最近だと、平成５年の裁定という

のがあるわけですね。したがって、平成５年から、今平成１９年ですから、１４年とい

うのは長いようですが、昭和４７年とか、そういうのから比べれば、比較的最近、裁定

も行われている。これは、多分ほとんど当初の考え方と全く同じ考え方で同意を与えて

いる。あるいは、裁定をしているということになるのですね。ですから、状況が変わっ

てはいるのだけど、変わったから、当然、変わったようにしろというように直ちになか

なかいかないところもありますね。これは、私たちというか、法律家は、立法論でしょ

うか、解釈論でしょうかと、そういうような問題ともかかわっていて、制度としては確

かに状況が変わったので、このままずっと続けていいのかなという気はいたしますが、

しかし、それを現行法というか、このもとで、どこまで考慮できるのか、ちょっと難し

い問題がありますね。 

○根元部会長  我々は現行法内でやるしかないのですね。 

○藤島地域放送課長  はい。 

○根元部会長  現行法内で矛盾を感じながら、現行法内でどう判断するかということに

なるんですか。 

○根岸委員  まあ、そうですね。ただ、現行法といっても、もちろん解釈だから、解釈

が全く変えてはならないというか、というわけでも必ずしもないのです。しかし、もし

変えるのであれば、それは相当の理由がないと変えられないわけで、そういう相当の理

由があるかということですけどね。 

○藤島地域放送課長  矛盾だとお感じになるところにつきましては、そういう意見をお

っしゃっておいていただければ、裁定は裁定として総務省としての本来の行政のほうに

反映させていただくことも可能かと思いますので、そちらについてもご議論していただ

いて、もちろん結構でございますので。 

○長村委員  私は、法律はわかりませんが、どこにスタンスを置くかということが大事

じゃないかなと思うのですね。これは民意がどうなのかというところだと思うのですよ。

ここにも記載のとおり受信者の利益の保護という、ここが大事だと思うし、放送業者の

ほうは、地域住民の不利益や経済の停滞につながるという、ほんとうに検証されて言わ
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れている主張なのかどうか。そうじゃないような気がします。やはり民意はどうなのか

ということが大事だと思いますし、今、大分県知事に意見聴取されているわけでしょう。

そこには一定程度民意が反映されると思いますので、そういった展開も含めて、１つ判

断をすべきじゃないかと思います。 

  もう一つは、ここにも記載のとおり、放送法と著作権の問題は別の性格のものだと思

うんですね。そこて、過去の２つの事例がありますが、ここには著作権のことは触れら

れてないんですが、山陰と高知のときは著作権問題はどのような問題になったのか、な

ってないのか。なっていれば、どういう方策が講じられたのか。その辺も１つの判断材

料になると思うのですね。そのあたりはどうでしょうか。 

○藤島地域放送課長  著作権の問題につきまして、論点は次回、資料でご説明させてい

ただきたいと思いますけれども、これにつきましても従来から放送事業者側とケーブル

事業者側での意見の対立というようなところが実際問題としてございまして、きょうの

資料で言いますと、資料１６－１１の過去の裁定と国会答弁についての資料で、５ペー

ジ目の上のエと書かれているところですが、２つ目のパラグラフですけれども、サンテ

レビジョンは、著作権等の処理、番組販売、放映権契約への影響についても主張したが、

申請人は、これらについては一般の例により誠実に対応する旨、回答していると。放送

事業者側からは、できてないじゃないか。ケーブル事業者側からは、いや、言われたこ

とはやりますよという。一種すれ違いの状態。やれといってもできないではないか、い

や、やるといったらやりますよというところで、具体的にどういう処理をすればという、

その先に突っ込んだ話に、過去からなっていないような状況で実際問題としてはござい

まして、国としても一貫したスタンスとしては、有線テレビジョン放送法と著作権法と

いうのは、そもそも保護法益なり、カバー範囲というのが違う、別の制度であって、過

去の裁定のときのスタンスで言うと、著作権の問題というのは、基本的には同意裁定と

は別の制度であるというスタンスで臨んでいるというようなところがうかがわれます。 

○根岸委員  ちょっと大谷さんにお伺いしたいのですけど、著作権法上の問題というの

は、だれが侵害することになるのかというか、よく最近はテレビの放送などは２次利用

というのがありますね。２次利用については、そこに出演している人に一々許諾をとら

ないと、なかなか出せないというような話がありますが、そういう問題もあるけれども、

もう一つはそもそも自分がつくった番組を人が使うわけですね。そういうのがあって、

幾つか著作権法上の問題でも違う問題があるかなと思うんですが、著作権法上の問題と
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いうのは、このままぱっと放送したらだれが侵害することになるんですかね。 

○大谷委員  侵害するのはやはりケーブルテレビの事業者が……。ただし、侵害を受け

るほうは、著作権者は番組制作者ですので、放送事業者そのものでないことのほうが多

いとは思うんですけれども、ただし、一定の番組を組み合わせて編集して、それを放送

するという点では、放送事業者の著作隣接権が働く部分ですので、隣接権の侵害という

事態は当然発生するということですね。 

○根岸委員  ケーブルテレビ側が侵害するおそれがある、そういうことですね。 

○大谷委員  そうですね。 

○根岸委員  でも、もともとの地上波でつくっているいろいろな番組があって、そこに

出演者とかいろいろたくさんいると。そういう人について許諾を得ずに２次利用できる

のか、そういう問題はありませんか。 

○大谷委員  実演家等の問題ですね。それは著作権とそれ以外の問題も含めて、両方あ

ると思いますので、それは権利者の範囲ということで言えば、そこまで当然考えてきて、

権利処理がされたものを初めて再送信すると。それを気にしないで再送信できるパター

ンとしては、非営利で、無料でというような特別な場合に限っておりますので……。例

えば異時再送信のようなもの、時間を変えてやるようなケースでは、一たん、情報を蓄

積するという複製行為が入りますので、複製権の侵害とかということも発生するので、

多数の権利がかかわってきて、事実上、有線テレビジョン放送で同意のスキームがつく

られていますけれども、それがなかったとしても、できないというものだと思うんです

ね。というふうには理解しているんですけれど。 

○藤島地域放送課長  一言ご説明をつけ加えさせていただきますと、原権利者との関係

につきましては、日本ケーブルテレビ連盟、加入していないケーブル事業者もいるから、

これがすべてというわけではないのですけれども、日本ケーブルテレビ連盟と音楽著作

権協会とか、脚本家協会とか、５つの著作権団体とで団体同士の取り決めがありまして、

そこでケーブルテレビ連盟が原著作権団体と合意した内容で、加入世帯数からの収入の

うちの何％と決められた料率を納めるという契約を個々のケーブル事業者が原著作者団

体と結んだら、その範囲において許諾が与えられたものとするという包括処理といいま

すか、これについての契約は一応ございます。ですから、その範囲については著作権法

上の許諾は得られていると。ただ、これで完全にカバーできているかというと、完全に

はカバーできていないというところが実際問題としてございます。 
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○根元部会長  あとデジタルとアナログの議論が出ていますけれども、質問は２つある

のですが、デジタルでやっている番組をＣＡＴＶのところが再送信しているという事例

は既にあるわけですか。デジタルで放送しているのをどこかで受けて、ＣＡＴＶでデジ

タルで流すというのは既にやっているわけですか。 

○藤島地域放送課長  あります。 

○根元部会長  そのときは同意をとって、うまくいっている──うまくというか、もめ

ていないところは既にあるわけですね。 

○藤島地域放送課長  あります。 

○根元部会長  そうしたときにアナログとデジタルは別物であるということがあります

けれども、そうすると、今大分の放送はアナログをやっていますね。２０１１年にはデ

ジタルに変えなきゃいけない。そうすると、今やっているＣＡＴＶの方も、福岡から放

送を受けて、アナログを流しているわけですね。ＣＡＴＶはおそらく大分のも流してい

るわけですね。 

○藤島地域放送課長  福岡のアナログ放送を大分県側に流しております。 

○根元部会長  もちろんそれで大分県のアナログをやっぱり再送信しているんでしょう。 

○藤島地域放送課長  大分県下の地上デジタル放送は、大分県のケーブル事業者が……。 

○根元部会長  やっているのですよね。そうすると、アナログとデジタルの違いという

のは、使い方からすると何もないわけですね。その辺をほんとうにアナログとデジタル

は大分技術的に違うし、やれることも大分違ってくるんだけれども、移行というのはあ

りますからね。共存じゃなくて、移行ということがあるから、その辺をすっきりしてお

かないと。将来、２０１１年にはこうなるのでみたいなことを想定していかないと２つ

のケースが出るような気がするので、その辺もうまくまとめていく必要があるのかなと

思うのですね。 

○長村委員  基本的には一緒だと思います。こういうテーマで取り扱うアナログとデジ

タルというのは同じものだというふうに思います。 

○藤島地域放送課長  おっしゃるとおり、先ほど例えばワンセグの話とか出ていました

けれども、ワンセグの話がもしこの主張どおりであれば、区域内再送信も、再送信でな

いということになってしまうのかなというところが１つ問題点としてはあり得る話だと

思います。 

  あと、区域外再送信のほうも、既に佐賀県につきましては、福岡県の区域外再送信を
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全事業者同意を得て、現在再送信を行っております。また、徳島県において大阪府にあ

る毎日放送と関西テレビの両番組につきましては、既に徳島県でデジタル放送の再送信

をやっておるという実態がございます。 

○根元部会長  再送信は有料ではないのですね。無料なのですね。 

○藤島地域放送課長  無料にしなければならないということは有線テレビジョン放送法

からは出てきません。 

○根元部会長  通常無料。 

○藤島地域放送課長  同意の文書の中で、現在までの一種の商慣習として同意料は取ら

ないという扱いがされてきているというところです。今後にわたってもそうであるかど

うかというのは、まさに両者間の協議の問題ということになります。 

○根元部会長  ですから、インターネットを通しての放送とか、幾らでも出てくるわけ

ですね。そうしたときに、広告収入とか、大分変わってしまうから。だから、難しいな

と思うんですね。地元経済に弊害があるとか、放送局がつぶれてしまうとか、そういう

時代の変革点ですからね。それもちょっと気になるなという気はしているのですけど。 

  ほかにご質問ございますでしょうか。きょう初めてご説明をいただいて、今後、諮問

にお答えするということを先生方にたびたび会議を開かせていただくことになると思う

んですけれども、きょうは一応、状況を把握していただくということとお考えいただく

点をご理解いただきたいということが趣旨でございますが、ご質問よろしいでしょうか。 

  それでは、予定している時間も迫っておりますので、次、事務局のほうから、今後の

進め方についてご説明をお願いしたいと思います。 

○藤島地域放送課長  それでは、資料１６－１２の１枚物、審議の進め方（案）という

ものにつきましてご説明をさせていただきたいと存じます。 

  本諮問案件の今後の審議の進め方についてでございますが、根元部会長と事前にご相

談をさせていただきました。そして、地上デジタル放送の区域外再送信に関する裁定案

権につきましては今回が初めてのケースであるということもありますので、時間をかけ

て丁寧に審議を行うということで、事務局のほうにおいて今後の審議の進め方につきま

してたたき台を作成させていただいております。 

  まず（１）といたしまして、次回の有線放送部会においては裁定申請者などからの意

見の聴取を行ってはいかがかというふうに考えております。意見聴取をするものの候補

といたしまして、裁定申請者である大分県の有線放送事業者４社、裁定対象者である福
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岡県の放送事業者４社、そして、その他部会が必要と認める関係者といたしまして、例

えば大分県の放送事業者からも意見を聴取してはいかかがというふうに考えております。 

  また、次回の有線放送部会におきましては、その意見聴取を行った後、ご議論をして

いただいて、論点を整理すると。本日いただきました第１３条の立法趣旨とか、著作権

と同意制度とのかかわり等も含めまして、論点整理を行いまして、ご審議を行っていた

だければというふうに考えております。 

  （３）でございますが、本日から数えまして４回目の有線放送部会において裁定案に

ついての審議を行い十分審議が尽くされたということであれば、答申をいただくという

ことでいかがかというふうに考えております。もちろん、審議の状況によりましてはさ

らに数回のご審議をいただいてから結論を出すということも当然あり得ようかというふ

うに思いますが、現時点としては４回程度でいかがであろうかというふうに考えておる

ところでございます。 

  事務局としては以上のとおり、とりあえずたたき台をお示しさせていただいたところ

でございます。 

○根元部会長  ありがとうございました。 

  ただいまご説明いただいたようなスケジュールで今後審議を進めていきたいと思いま

すが、いががでしょうか。よろしゅうございますか。 

（「はい」の声あり） 

○根元部会長  ちょっとタフでございますが、よろしくご協力をお願いしたいと思いま

す。 

  本日の議題は以上で終了でございますが、ほかに何かご意見、ご発言はございますか。

よろしゅうございますか。 

  それでは、どうもありがとうございました。 

 

閉  会 

 

○根元部会長  本日はこれにて終わりたいと思います。ありがとうございました。 

 

 

── 了 ── 
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本部会にて配付された資料をご覧になりたい方は、総務省ＨＰにおいて公開 

しておりますのでご覧ください。【配付資料】 
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